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〔付録〕地震動予測手法の概要 

 本付録では，システムの予測対象としている地震動指標（最大速度，最大加速度，計

測震度，ＳＩ値，加速度応答スペクトル）の予測手法と，観測記録を補間情報として用

いた地震動予測手法について概要をまとめる． 

 

１．地震動指標の予測手法 

１－１．最大速度 

 地表最大速度は，基盤最大速度を距離減衰式で算出し，それに地盤増幅度を掛け合わ

せて算出する（図1-1）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 最大速度の算出手順 

 

（１）基盤最大速度 

 基盤最大速度は，地震調査研究推進本部の確率論的地震動予測値図や中央防災会議の

揺れやすさマップの作成で使用されている司･翠川(1999)の式を用いて予測する． 

  ( ) dhXXMPGV WM
W +−+−⋅+−= 29.10038.0002.0100028.0log58.0log 50.0

1010  

     PGV  ：基準地盤（Vs=600m/s相当）の最大速度［cm/s］ 

     WM   ：モーメントマグニチュード 

     h    ：断層面の平均的な深さ［km］ 

     X    ：断層最短距離［km］ 

     d    ：地震ﾀｲﾌﾟ別の係数（地殻内0.00,ﾌﾟﾚｰﾄ間-0.02,ﾌﾟﾚｰﾄ内0.12） 
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（２）地盤増幅度 

 地盤増幅度は，Midorikawa et al.(1994)を用いて予測する方法と，藤本･翠川(2006)

を用いて予測する方法の２種類から選択する． 

 

①Midorikawa et al.(1994) 

  ( ) ( ) 16.030log66.083.1log 1010 ±⋅−= AVSARV  （元データ： 150030100 ≤≤ AVS ） 

     ARV：基準地盤（Vs=600m/s）の最大速度振幅に対する地盤の増幅度［-］ 

     30AVS ：深さ30mまでの地盤平均S波速度［m/s］ 

 

②藤本･翠川(2006)の手法 

  ( ) ( ) 166.030log852.0367.2log 1010 ±⋅−= AVSARV  （元データ： 150030100 ≤≤ AVS ） 

     ARV：基準地盤（Vs=600m/s）の最大速度振幅に対する地盤の増幅度［-］ 

     30AVS ：深さ30mまでの地盤平均S波速度［m/s］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-2 平均Ｓ波速度と速度増幅度の関係 

 

（３）地表最大速度 

 上記で算出した基盤最大速度と地盤増幅度を掛け合わせて地表最大速度を算出する． 
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（４）異常震域への対応 

 本システムでは，異常震域に対応した予測手法を選択することが出来る．システムで

対応している異常震域は，太平洋プレートの地震とフィリピン海プレートの地震であり，

その対応は，距離減衰式を補正する補正式によって行う． 

 

①太平洋プレートの地震等に対する補正式 

 太平洋プレートの地震に対する固有の距離減衰特性を反映させるために，森川ら

(2003)の方法に準じた距離減衰式の補正項V1とV2を導入する．補正は，距離減衰式で推

定される最大速度の値に，V1とV2を乗じて行う． 

  ( ) ( )3010905.910021.41log 35 −××+××−= −− DRtrV  

  ( ){ }012.0064.2 10300/,0.1max2 −×= RV 　　　  

     Rtr ：海溝軸から観測点までの距離［km］ 

     R  ：震源距離［km］ 

     D  ：震源深さ［km］ 

 

 補正項V1は，やや深発地震などで観測される異常震域を表現するためのもの，補正項

V2は，司･翠川(1999)の式を300km以遠まで拡張して適用するためのものである．補正項

V1は，震源深さが30kmより深い地震に対してのみ適用される． 

 これらの補正を適用する地震は，太平洋プレートの海溝型地震と太平洋プレートのプ

レート間およびプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震，および浦河沖の地震で

ある． 

 

②フィリピン海プレートの地震等に対する補正式 

 日本の周辺で発生するやや深発地震，深発地震では，日本海側と比べて太平洋側で震

度が大きくなる異常震域現象が生じることが知られており，異常震域の原因は，島弧地

域における特異な減衰（Ｑ値）構造によって定性的に説明される（図1-3）． 

 補正式は，森川ら(2006)の以下の補正係数を司･翠川(1999)の距離減衰式に対して適用

する． 

 

 

 

 

 

     A  ：補正係数 

     PGA ：最大加速度 
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     PGV ：最大速度 

     D  ：震源の深さ［km］ 

     Xvf ：火山フロントからの距離［km］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-3 島弧地域におけるＱ値構造の模式図とXvfの定義（森川ら(2006)より） 
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１－２．計測震度 

 計測震度は，距離減衰式等で算出した速度を変換して計測震度を算出する方法と，計

測震度の距離減衰式から算出した計測震度に震度増分を加えて計算する方法の２種類か

ら選択する（図1-4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-4 計測震度の算出手順 

 

（１）距離減衰式等で算出した速度を変換して計測震度を算出する方法 

①基盤計測震度 

 基盤計測震度は，司･翠川(1999)の距離減衰式と藤本･翠川(2005)による最大速度と計

測震度の換算式を用いて予測する．（司･翠川(1999)の説明は１－１．を参照） 

 

□藤本･翠川(2005) 

 藤本･翠川(2005)の換算式のうち，二次式を使用する． 

  

( )
( ) ( )





⋅−⋅+

⋅+
= 2

1010

10

log213.0log603.2002.2

log262.2165.2

PGVPGV

PGV
I

 

( ) ( )
( ) ( )cm/s74

cm/s74
≥≈≥
<≈<

PGVI
PGVI

 

     I    ：計測震度 

     PGV  ：最大速度［cm/s］ 

 

②地表計測震度 

 地表計測震度は，「１－１．最大速度」の節で説明した方法で予測した地表最大速度

算出手順 
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と藤本･翠川(2005)による最大速度と計測震度の換算式を用いて予測する． 

 

（２）計測震度の距離減衰式から算出した計測震度に震度増分を加えて計算する方法 

①基盤計測震度 

 基盤計測震度は，松崎ら(2006)の距離減衰式を用いて予測する． 

  ( ) i
M

J ChXMI J ++⋅+⋅+⋅−⋅= 05.20155.01000675.0log03.436.1 5.0
10  

     I   ：計測震度 

     JM  ：気象庁マグニチュード 

     X   ：断層最短距離または震源距離［km］ 

     h   ：震源深さ［km］（ただし, 100>h の場合は, 100=h とする） 

     iC  ：岩盤相当の地震動に補正する係数（= 152.0− ） 

 

 松崎ら(2006)の式は，地震動の頭打ち効果を考慮しており，震源近傍まで適用可能で

ある．なお，この距離減衰式は，基準地盤に対する式ではないため，基準地盤相当の地

震動とするため，原典に記載されている地盤種別の偏差より，岩盤相当の偏差 152.0−

を加えた式を使用することとした． 

 

②地盤増幅度（震度増分） 

 計測震度の場合，地盤増幅の効果は震度増分で与える．この震度増分は，最大速度の

地盤増幅度と計測震度換算式より求める． 

 最大速度の地盤増幅度は，藤本･翠川(2006)を用いて求める（説明は１－１．を参照）．

また，震度増分は藤本･翠川(2005)の計測震度換算式のうち， I =4～7を対象とした一次

式を使用する． 

  ( )PGVI 10log088.2286.2 ⋅+=   

     I    ：計測震度 

     PGV  ：最大速度［cm/s］ 

 

 これらの式から， 30AVS に対する震度増分の式を求めると以下のようになる． 

  ( ){ }166.030log852.0367.2088.2 10 ±⋅−⋅=∆ AVSI  

     I∆ ：基準地盤（Vs=600m/s）の計測震度に対する震度増分［-］ 

 

③地表計測震度 

 上記で算出した基盤計測震度と震度増分を足し合わせて地表計測震度を算出する． 
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２－３．最大加速度 

 地表最大加速度は，基盤最大加速度を距離減衰式で算出し，それに地盤増幅度を掛け

合わせて算出する（図1-5）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-5 最大加速度の算出手順 

 

（１）基盤最大加速度 

 基盤最大加速度は，下記の司･翠川(1999)で求めた地表最大加速度を，岩盤（概ね

Vs=600m/s程度）での最大加速度とするため，1.4で除して求める． 

  ( ) dhXXMA WM
W +++−⋅+−= 61.00043.0003.0100055.0log50.0log 50.0

1010  

     A    ：地表最大加速度［cm/s/s］ 

     WM   ：モーメントマグニチュード 

     h    ：断層面の平均的な深さ［km］ 

     X    ：断層最短距離［km］ 

     d    ：地震ﾀｲﾌﾟ別の係数（地殻内0.00,ﾌﾟﾚｰﾄ間0.01,ﾌﾟﾚｰﾄ内0.22） 

 

（２）地盤増幅度 

 地盤増幅度は，Midorikawa et al.(1994)を用いて予測する方法と，藤本･翠川(2006)

を用いて予測する方法の２種類から選択する． 

①Midorikawa et al.(1994) 

  ( ) ( ) 18.030log47.035.1log 1010 ±⋅−= AVSARA  （元データ： 150030100 ≤≤ AVS ） 
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地盤増幅度 

地表最大加速度 

司･翠川（1999） 

基盤最大加速度×地盤増幅度 

Midorikawa et al.,(1994) 

藤本･翠川(2006) 
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     ARA   ：基準地盤（Vs=600m/s）の最大加速度振幅に対する地盤の増幅度［-］ 

     30AVS  ：深さ30mまでの地盤平均S波速度［m/s］ 

 

②藤本･翠川(2006)の手法 

 藤本･翠川(2006)の最大加速度の地盤増幅率は，地盤の非線形性を考慮するため，地

震動による有効ひずみの大きさに応じて式を使い分ける．有効ひずみは，地表最大速度

から算出する． 

  ( ) ( ) 200.060030loglog 1010 ±⋅= AVSbARA  （元データ： 150030100 ≤≤ AVS ） 

   




⋅+
−

=
γ10log799.0042.2

773.0
b  

( )
( )4

4

103

103
−

−

×≥

×<

γ

γ
 

( )　※または m/s60030 ≥AVS
 

   304.0 AVSPGV⋅=γ  

     ARA   ：基準地盤（Vs=600m/s）の最大加速度振幅に対する地盤の増幅度［-］ 

     30AVS  ：深さ30mまでの地盤平均S波速度［m/s］ 

     PGV   ：地表最大速度［m/s］ 

     γ    ：疑似有効ひずみ［-］ 

※ 式中の条件「 m/s60030 ≥AVS 」は，原典の図から判断して本プログラムに適用する際に

追加した条件である．基準地盤（Vs=600m/s）よりも 30AVS が大きい場合は，非線形的

挙動は生じにくいことを考慮すれば妥当と考えられる． 

 

（３）地表最大加速度 

 上記で算出した基盤最大加速度と地盤増幅度を掛け合わせて地表最大加速度を算出す

る． 
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基盤ＳＩ値 

地盤増幅度 

地表ＳＩ値 

距離減衰式等で算出した速度を 

変換してＳＩ値を算出する方法 

童ら(1994) 

司･翠川（1999） 

童ら(1994) 

Midorikawa et al.,(1994) 

藤本･翠川(2006) 

１－４．ＳＩ値 

 地表のＳＩ値は，まず，基盤最大速度と地盤増幅度を掛け合わせて地表最大速度を求

め，それを換算して算出する（図1-6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-6 算出手順 

 

（１）基盤ＳＩ値 

 「１－１．最大速度」と同様の方法で基盤最大速度を求め，それを童ら(1994)による

最大速度とＳＩ値の関係式を用いて，基盤ＳＩ値を求める． 

  SI = 1.18×Vmax （Vmax：地表最大速度） 

 

（２）地表ＳＩ値 

 「１－１．最大速度」と同様の方法で地表最大速度を求め，それを童ら(1994)による

最大速度とＳＩ値の関係式を用いて，地表ＳＩ値を求める． 

 

算出手順 
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１－５．加速度応答スペクトル 

 地表の加速度応答スペクトルは，Vs=300m/s相当の地盤の加速度応答スペクトルで算

出し，それに地盤の増幅度を掛け合わせて算出する（図1-7）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-7 算出手順 

 

（１）Vs=300m/s相当の地盤の加速度応答スペクトル 

 Kanno et al.(2006)の式を用いて，Vs=300m/s相当の地盤（解析に使用した観測点の平

均的地盤）における加速度応答スペクトル予測する． 

  

( )

( )









>±+−+

≤
±+⋅+−+

=

km30)()()(log)()(

km30
)()()10)((log)()(

)(log
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11011
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W
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     )(0 TSA  ：解析に使用した観測点の平均的地盤（Vs=300m/s相当）における 

          減衰定数5%の加速度応答スペクトル［cm/s/s］（T ：周期） 

     WM ：モーメントマグニチュード 

     X ：断層最短距離または震源距離［km］ 

     D：震源深さ［km］ 

     )(),(),(),( 1111 TdTcTbTa ：周期ごとの回帰係数 ( )km30≤D （表1-1,図1-8） 

     )(),(),( 222 TcTbTa ：周期ごとの回帰係数 ( )km30>D （表1-1,図1-8） 

     )(1 Tε ：周期ごとの予測誤差（表1-3） 

     )(2 Tε ：周期ごとの予測誤差（表1-3） 

基盤加速度応答 

スペクトル 

地盤増幅度 

地表加速度応答 

スペクトル 

基盤加速度応答スペクトル 

×地盤増幅度 

Kanno et al.(2006) 

基盤の加速度応答スペクトルに 

地盤増幅度を掛け合わせる方法 
算出手順 

Kanno et al.(2006) 
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（２）地盤増幅度 

 地盤増幅度は，Kanno et al.(2006)を用いて予測する． 

  ( ) ( ) ( )TqAVSTpTG +⋅= 30log)( 10  

  )()(log)(log 01010 TGTSTS AA +=  

     )(TG ：地盤補正係数（T ：周期） 

     )(),( TqTp ：周期ごとの回帰係数（表1-2参照） 

     30AVS ：深さ30mまでの地盤平均S波速度［m/s］ 

     )(TSA ：地盤の影響を補正した減衰定数5%の加速度応答スペクトル［cm/s/s］ 

     )(0 TS A  ：解析に使用した観測点の平均的地盤（Vs=300m/s相当）における 

          減衰定数5%の加速度応答スペクトル［cm/s/s］ 

 

（３）地表加速度応答スペクトル 

 上記で算出したVs=300m/s相当の地盤の加速度応答スペクトルと地盤増幅度を掛け合

わせて地表加速度応答スペクトルを算出する． 

 

 

図1-8 回帰係数 )(),(),(),( TdTcTbTa の値(Kanno et al., 2006) 

（shallow events： km30≤D ，deep events： km30>D ） 
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表1-1 距離減衰式の回帰係数の値(Kanno et al., 2006) 

( )km30≤D
 

( )km30>D
 

Period[sec] 

)(1 Ta )(1 Tb  
)(1 Tc )(1 Td )(1 Tε )(2 Ta )(2 Tb

 
)(2 Tc
 

)(2 Tε

0.05 0.54 -0.0035 0.48 0.0061 0.37 0.39 -0.0040 1.76 0.42 

0.06 0.54 -0.0037 0.57 0.0065 0.38 0.39 -0.0041 1.86 0.43 

0.07 0.53 -0.0039 0.67 0.0066 0.38 0.38 -0.0042 1.96 0.45 

0.08 0.52 -0.0040 0.75 0.0069 0.39 0.38 -0.0042 2.03 0.45 

0.09 0.52 -0.0041 0.80 0.0071 0.40 0.38 -0.0043 2.08 0.46 

0.10 0.52 -0.0041 0.85 0.0073 0.40 0.38 -0.0043 2.12 0.46 

0.11 0.50 -0.0040 0.96 0.0061 0.40 0.38 -0.0044 2.14 0.46 

0.12 0.51 -0.0040 0.93 0.0062 0.40 0.38 -0.0044 2.14 0.46 

0.13 0.51 -0.0039 0.91 0.0062 0.40 0.38 -0.0044 2.13 0.46 

0.15 0.52 -0.0038 0.89 0.0060 0.41 0.39 -0.0044 2.12 0.46 

0.17 0.53 -0.0037 0.84 0.0056 0.41 0.40 -0.0043 2.08 0.45 

0.20 0.54 -0.0034 0.76 0.0053 0.40 0.40 -0.0042 2.02 0.44 

0.22 0.54 -0.0032 0.73 0.0048 0.40 0.40 -0.0041 1.99 0.43 

0.25 0.54 -0.0029 0.66 0.0044 0.40 0.41 -0.0040 1.88 0.42 

0.30 0.56 -0.0026 0.51 0.0039 0.39 0.43 -0.0038 1.75 0.42 

0.35 0.56 -0.0024 0.42 0.0036 0.40 0.43 -0.0036 1.62 0.41 

0.40 0.58 -0.0021 0.26 0.0033 0.40 0.45 -0.0034 1.49 0.41 

0.45 0.59 -0.0019 0.13 0.0030 0.41 0.46 -0.0032 1.33 0.41 

0.50 0.59 -0.0016 0.04 0.0022 0.41 0.47 -0.0030 1.19 0.40 

0.60 0.62 -0.0014 -0.22 0.0025 0.41 0.49 -0.0028 0.95 0.40 

0.70 0.63 -0.0012 -0.37 0.0022 0.41 0.51 -0.0026 0.72 0.40 

0.80 0.65 -0.0011 -0.54 0.0020 0.41 0.53 -0.0025 0.49 0.40 

0.90 0.68 -0.0009 -0.80 0.0019 0.41 0.56 -0.0023 0.27 0.40 

1.00 0.71 -0.0009 -1.04 0.0021 0.41 0.57 -0.0022 0.08 0.41 

1.10 0.72 -0.0007 -1.19 0.0018 0.41 0.59 -0.0022 -0.08 0.41 

1.20 0.73 -0.0006 -1.32 0.0014 0.41 0.60 -0.0021 -0.24 0.41 

1.30 0.74 -0.0006 -1.44 0.0014 0.41 0.62 -0.0020 -0.40 0.41 

1.50 0.77 -0.0005 -1.70 0.0017 0.40 0.64 -0.0020 -0.63 0.41 

1.70 0.79 -0.0005 -1.89 0.0019 0.39 0.66 -0.0018 -0.83 0.40 

2.00 0.80 -0.0004 -2.08 0.0020 0.39 0.68 -0.0017 -1.12 0.40 

2.20 0.82 -0.0004 -2.24 0.0022 0.38 0.69 -0.0017 -1.27 0.40 

2.50 0.84 -0.0003 -2.46 0.0023 0.38 0.71 -0.0017 -1.48 0.39 

3.00 0.86 -0.0002 -2.72 0.0021 0.38 0.73 -0.0017 -1.72 0.39 

3.50 0.90 -0.0003 -2.99 0.0032 0.37 0.75 -0.0017 -1.97 0.38 

4.00 0.92 -0.0005 -3.21 0.0045 0.38 0.77 -0.0016 -2.22 0.37 

4.50 0.94 -0.0007 -3.39 0.0064 0.38 0.79 -0.0016 -2.45 0.36 

5.00 0.92 -0.0004 -3.35 0.0030 0.38 0.82 -0.0017 -2.70 0.35 
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表1-2 地盤増幅度の式の回帰係数の値(Kanno et al., 2006) 

Period[sec] )(Tp
 

)(Tq
 

0.05 -0.32 0.80 

0.06 -0.26 0.65 

0.07 -0.24 0.60 

0.08 -0.26 0.64 

0.09 -0.29 0.72 

0.10 -0.32 0.78 

0.11 -0.35 0.84 

0.12 -0.39 0.94 

0.13 -0.43 1.04 

0.15 -0.53 1.28 

0.17 -0.61 1.47 

0.20 -0.68 1.65 

0.22 -0.72 1.74 

0.25 -0.75 1.82 

0.30 -0.80 1.96 

0.35 -0.85 2.09 

0.40 -0.87 2.13 

0.45 -0.89 2.18 

0.50 -0.91 2.25 

0.60 -0.92 2.30 

0.70 -0.96 2.41 

0.80 -0.98 2.46 

0.90 -0.97 2.44 

1.00 -0.93 2.32 

1.10 -0.92 2.30 

1.20 -0.91 2.26 

1.30 -0.88 2.20 

1.50 -0.85 2.12 

1.70 -0.83 2.06 

2.00 -0.78 1.92 

2.20 -0.76 1.88 

2.50 -0.72 1.80 

3.00 -0.68 1.70 

3.50 -0.66 1.64 

4.00 -0.62 1.54 

4.50 -0.60 1.50 

5.00 -0.59 1.46 
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２．観測記録を補間情報として用いた地震動予測手法 

２－１．空間内挿法 

 本システムでは，観測記録を補間情報として用いた地震動予測を行う場合の空間内挿

法を，逆距離加重法とBriggs法の２種類の方法から選択する． 

 

（１）逆距離加重法（IDW法：Inverse Distance Weighted） 

 地震動の観測値が得られた全ての観測点における観測値を基盤地震動に戻し，その値

と距離減衰式による計算値の対数の差に対し，距離の逆数の4乗を重みとした平均をと

り，距離減衰による計算値に適用することにより求める． 
























×= ∑∑

==

n

i
i

n

i
ii RRPyxP

11
),(  

( )yxP
calest VV ,10⋅=  

 P(x, y)：任意の点（x, y）における補正係数 

 n：観測点の数 

 Pi：観測点における補正係数（log10観測値－log10計算値） 

 Ri：任意の点（x, y）と観測点までの距離に基づく重み係数（1/r4） 

 Vest：任意の点（x, y）における工学的基盤地震動の補間結果 

 Vcal：任意の点（x, y）における距離減衰式による計算値 

 

（２）Briggs法(Briggs,1974) 

 Briggs法は，気象庁推計震度分布や内閣府地震被害早期評価システムなどで採用され

ている空間内挿法であるが，処理が逆距離加重法に比べて複雑で配列を多く必要とし，

多大な計算時間が掛かる． 

 Briggs法の概要は，萩原(1978)を参考にすると以下のとおりである． 

 薄い金属板を平らに張り，板面上のいくつかの点に不規則に分布する力によって板が

変位を起こすものとする．力 ),,2,1( Nnfn L= の位置を ),( nn yx で与えると，変位 ),( yxu は 
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を満足する． 

 この方程式は金属板の曲率を最小にする条件に等しい．すなわち，点 ),( nn yx における

変位の観測値を nw として，条件 

 nnn wyxu =),(        （2） 

を満たしながら，曲率が最小となるような面を探すこととなる． 

 任意の点 ),( yx における観測値と距離減衰式による予測値の差の補間結果を ),( yxP とす

ると，最大速度の補間結果は以下の式から算出する． 

( )yxP
calest VV ,10⋅=  
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 Vest：任意の点 ),( yx における工学的基盤地震動の補間結果 

 Vcal：任意の点 ),( yx における距離減衰式による計算値 

 

（３）各メッシュの計算方法 

 観測点があるメッシュの結果の設定方法と，補間方法における観測値の取り扱い方法

を下表に示す． 

表2-1 補間方法の概要 

項目 計算方法 

逆距離加重法 

観測点数および観測点の有無に関わらず，全てのメッシュに

ついてメッシュ中心点の推定結果を採用する．したがって，

観測値があるメッシュについても，そのメッシュの中心点に

おける推定結果を採用する． 観測点があるメ

ッシュの結果の

設定方法 

Briggs 法 

観測点が属するメッシュの観測値は，そのメッシュに属する

全ての観測値の平均値（計測震度の場合は平均値、計測震度

以外の場合は対数値の平均値）を採用することとする．平均

計算は，地表の値で行う． 

逆距離加重法 
すべての観測点を使用し，観測点の位置はそのまま使用す

る． 

補間方法におけ

る観測値の取り

扱い方法 
Briggs 法 

手法上，メッシュ内には 1 つの観測値しか許されないため，

メッシュ内に複数の観測値がある場合はメッシュ内にある観

測値の基盤での平均値（計測震度の場合は平均値，計測震度

以外の指標は対数の平均計算により求める）を採用する．ま

た，観測値の平均値（観測点が 1 つの場合はその観測値）

は，メッシュの中心に位置するものとして扱う．なお，平均

計算は基盤で行う（各観測値を基盤に戻し，基盤での値を平

均してメッシュ中心にあるものとして Briggs 法を適用す

る）． 

 

 なお，Briggs法での計算対象範囲は，計測震度2.5（震度3）以上の観測点を含む最小

の矩形範囲とし，その範囲は2次メッシュの集合となるようにする．また，計算の収束

を速めるため，計算対象範囲の外縁で，観測地震動と距離減衰式による推計地震動が等

しくなるようにする． 

 参考として，2007年新潟県中越沖地震を対象に2種類の空間内挿法を用いて地震動を

予測した結果を図2-1に示す．図から，2種類の空間内挿法の予測結果に大きな差はなく，

震源に近い地域の地震動分布の傾向がよく似ていることが分かる． 
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図2-1 計測震度の予測結果 

（上図：逆距離加重法,下図：Briggs法） 

逆距離加重法 

Briggs 法 
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２－２．観測点の地盤増幅率 

 本システムでは，観測記録を補間情報として用いた地震動予測を行う場合の観測点地

盤増幅率の取り扱いを下表の５種類の方法から選択する． 

表2-2 観測点地盤増幅率の取り扱い方法 

方法 内容 

①使用しない 観測点地盤増幅率を使用しない（ﾒｯｼｭ地盤増幅率を使用） 

②観測点地盤ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀのみ 補完不要観測点の観測点地盤増幅率を使用 

③観測点地盤ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀ 

 +藤本･翠川(2003)の補完法 

補完不要観測点と藤本･翠川(2003)でﾃﾞｰﾀ補完した観測点を組み

合わせた観測点地盤増幅率を使用 

④観測点地盤ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀ 

 +内閣府(2005)の補完法 

補完不要観測点と内閣府(2005)でﾃﾞｰﾀ補完した観測点を組み合

わせた観測点地盤増幅率を使用 

⑤観測点地盤ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀ 

 +藤本･翠川(2003)の補完法 

 +内閣府(2005)の補完法 

補完不要観測点,藤本･翠川(2003)でﾃﾞｰﾀ補完した観測点,内閣府

(2003)でﾃﾞｰﾀ補完した観測点を組み合わせた観測点地盤増幅率

を使用 

 

（１）藤本･翠川(2003)の補完法 

 K-NETおよびKiK-net観測点の地盤調査データには，深さ30mに満たない，あるいは地

表付近のデータがないものが含まれる．この場合，下表の条件を満たすものについては，

データ補完を行う． 

表2-3 地盤のS波速度情報が不足した地盤調査データに対する使用基準(藤本･翠川,2003) 

 

 

 

 

 

 

（２）内閣府(2005)の補完法 

 内閣府の補完法は，経験式に基づき，深さ30mに満たない地盤データからAVS30を推定

する方法で，基盤が確認できる場合とできない場合に分かれている． 

 

①基盤が確認できる場合 

 内閣府(2005)では，N値50以上あるいはS波速度300m/s以上の層の上面深度を基盤とし

ている．N値のデータはKiK-netでは取得されていないため，本システムでは，S波速度

300m/s以上の層の上面深度を基盤としている． 

 深さ30mに満たない地盤データにおいて基盤が確認できる場合，基盤深度より浅く，
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10m,15m,20m,25mのうちで最も基盤に近い値を設定し，その深度までの平均S波速度AVSn

（n=10, 15, 20, 25）を計算し，その値およびAVSnとAVS30の経験式（図2-2左列）から

AVS30を推定する． 

 

②基盤が確認できない場合 

 深さ30mに満たない地盤データにおいて基盤が確認できない場合，10m,15m,20m,25mの

うちで最も掘進深度に近い値を設定し，その深度までの平均S波速度AVSn（n=10, 15, 

20, 25）を計算し，その値およびAVSnとAVS30の経験式（図2-2右列）からAVS30を推定

する．ただし，地盤データが10m未満の場合，または基盤が10m未満の場合は，適用外と

されている． 

 

 藤本･翠川(2003)の補完法と内閣府(2005)の補完法の相違点を下表に示す． 

表2-4 藤本･翠川(2003)と内閣府(2005)の手法相違点 

 藤本･翠川(2003) 内閣府(2005) 

浅部のデータ補完 可 不可 

深部のデータ補完 可 可 

比較的軟らかい地盤の 

深部データ補完 

条件付き可 

（補完量が少ない場合に可） 
可 
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    【基盤が確認できる場合】             【基盤が確認できない場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-2 AVSnとAVS30の関係式(内閣府,2005) 
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